
市川市の給与・定員管理等について

1．職員の構成

　平成２０年４月１日現在、市川市に在職する職員は、３，４７３人で、市民生活にかかわるさまざまな仕事に携わっています。

市行政の部門別職員構成はグラフ１、職種別の職員構成はグラフ２のとおりです。

部門別職員構成 3,473人

下水道事業
等323人 9%

教育 488人
14%

土木 332人
9%

農水産
21人 1% 商工・労働

24人 1%

衛生 358人
10%

税務 123人
4%

総務企画,
510人 15%

議会  19人
1%

民生 777人
22%

消防 498人
14%

職種別職員構成　3,473人

一般行政職
1,628人 47%

技能労務職
394人 12%

福祉職
488人 14%

消防職
496人 14%

教育職
74人 2%

医師・医療職
115人 3%

看護・保健職
132人4%

税務職
146人 4%
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２．人件費の状況 (平成19年度普通会計決算)

　人件費とは、一般職員に支給される給与と市長や議員など特別職に支給される給料、報酬、手当の他、共済費(社会保険料

の事業主負担分に相当するもの)などを含む経費の合計をいいます。

平成19年度の普通会計決算における人件費の状況は下表のとおりです。

３．職員給与費の状況

　平成19年度普通会計決算の状況は下表のとおりです。

（注）１．職員手当には退職手当を含みません。

　　　２．(    )は再任用短時間勤務職員で外書です。

４．ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

(注) １．ラスパイレス指数とは、国家公務員(一般行政職)の給料を１００として比較した給料水準です。

　　　２．一般市Ⅳ-3平均とは人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

国家公務員

一人当たり給与費 (参考)一般市Ⅳ-3平均

住民基本台帳人口

(平成20年3月31日現在)

3,651,561千円457,564人

Ａ

27.1％118,213,291千円

職員数 給 与 費

3,167人
13,708,140千円

28.5％32,074,410千円

Ｂ

人件費歳 出 額

１8年度の人件費率

（参考）人件費率
実質収支

Ｂ／Ａ

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　Ｂ Ｂ／Ａ 一人当たり給与費

7,340千円
( 79人 )

4,893,591千円 6,082,503千円 24,684,234千円 7,794千円

ラスパイレス指数

(H15)
104.4

(H15)
102.3 (H15)

100.7

(H20)
98.3

(H20)
101.8

(H20)
103.2

90

95

100

105

110

市川市 一般市Ⅳ-3平均 全国市平均

指
数

職員手当

　　給与費
 246億8,423万
　　　4千円

期末・勤勉手当

           給 料
    給与費のうち 55.5%
   (137億814万円)

給与費のうち 24.7%
(60億8,250万3千円)  給与費のうち 19.8%

   (48億9,359万1千円)
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５．職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況 (平成20年4月1日現在)

①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②　技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

廃棄物処理業者 歳 円

調理士 歳 円

用務員 歳 円

自家用自動車運転手 歳 円

円 円

円 円

円 円

円 円

※
※

※

③　幼稚園教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

(注) １．「平均給料月額」とは、平成２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　　　２．「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計

　　　　したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされています。

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないこと

　　　　から、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

361,437 476,588 435,675

359,691 445,088 408,113

国 325,113 － 387,506

44.5

41.1

496,214 450,711

48.9

77

29

49.7

428,326

331,559

351,677

－

49.8

公　　務　　員

352,292

406,123

平均年齢
平均給与月額
（国ベース）

410,872

416,936

397,480

354,607

427,65747.0 346,661 405,126

225,900

1.52

－

1.50

1.90

平均給料月額
（Ｂ）

299,700

民　　間

363,559

320,623

402,599

うち学校給食員

市川市

区　分

千葉県

一般市Ⅳ-3

47.4

202

一般市Ⅳ-3

市川市 371,456

区　分
公務員
（Ｃ）

民間
（Ｄ）

384,690

職員数 平均給料月額
平均給与月額

（Ａ）

49.5

区　分

48.8

50.0

－

336,807

民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成17年～19年の3ヶ年平均）
技能労務職と民間の類似職種の比較では、本市が正規職員のみの数値であるのに対し、民間データは短期雇用のアルバイトや派遣職員等
も含んでおり、経験年数、平均年齢、業務内容、雇用形態等が一致しないこと、また、本市データは平成２０年４月の状況であるのに対し、民
間データは平成１７年から３年間の平均値であり比較時点にも差異があるので、その点を考慮の上ご参照下さい。
年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された
期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

参考

Ａ／Ｂ対応する民間の類似職種 平均年齢

うち清掃職員

394

区　分 平均給料月額

4,170,000

－

833

平均年齢

市川市

うち清掃職員

284,679

46.8

市川市

43.6

43.6

－ －

一般市Ⅳ-3

108

4,784

千葉県

国

391,848

平均給与月額

101 351,298

53.9

381,852

437,430

437,611

456,323

383,318

41.3

7,353,276

うち学校給食員

千葉県

うち用務員

うち自動車運転手

うち用務員

うち自動車運転手

区　分

うち学校給食員

うち清掃職員

334,000

270,500

1.49

3,726,800 1.80

うち用務員 6,938,912 3,227,400 2.15

うち自動車運転手 8,020,768 4,306,700 1.86

参　　考

年収ベース（試算値）の比較

44.7

44.2 446,686

1.76

－

Ｃ／Ｄ

－

6,707,276

44.3

平均給与月額
（国ベース）

380,693 509,618 458,07145.3

平均年齢 平均給料月額

市川市

平均給与月額
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６．職員の初任給の状況 (平成20年4月1日現在)

　学校卒業後すぐに採用された者の初任給月額は下表のとおりです。

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

７．職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 (平成20年4月1日現在)

　一般行政職、技能労務職、教育職の経験年数別、学歴別の平均給料月額は下表のとおりです。

円 円 円

円 円 円

円

円 円

円 円

(注) 経験年数には、採用前に民間勤務歴がある場合等、その期間を換算し採用後の年数に加算した年数も含まれます。

高　校　卒

179,500
一般行政職

高　校　卒

中　学　卒

178,800

144,500

250,000

276,400

140,100

284,400

区　　　         分

149,400

141,600
技能労務職

区 分

経 験 年 数 １ ５ 年

大　学　卒

大　学　卒 276,400

経 験 年 数 １ ０ 年

151,800

299,400

388,400

該当なし

133,100

該当なし

327,500

経 験 年 数 ２ ０ 年

222,300

該当なし

該当なし

181,200

329,500

該当なし

144,500

該当なし

国市　　川　 市 千葉県

高　校　卒
技能労務職

大　学　卒
教　育　職

中　学　卒

高　校　卒

決 定 初 任 給

該当なし

240,300 308,100

一般行政職
高　校　卒
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８．一般行政職の級別職員数等の状況 (平成20年4月1日現在)

　一般行政職の級別職員数とその構成は下表のとおりです。

 (注) １．標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

　　　 ２． 6級以上の職員には、職務に応じた割合で管理職手当が支給されます。

　　　 ３． (      ) 内は、再任用短時間勤務職員で外書です。

13/100

9級8級

12.5% 1.7%2.0%

〜
16/100

2.2%6.7%

〜
17/100

部長

7.7%

(1人)
24人

1.6%

次長

130人

8.0%

課長

17/10016/100

8.1%

131人

主事

(110人)
136人

3.6% 12.8%

4級

主幹副主幹標準的な職務内容

 (100%)
100%

100%

5級 6級

2.0%
(0.9%)
1.5%

33人

36.9%
(5.9%)
12.6%

7級

19/100

14/100

16.9% 37.5%

管理職手当支給割合

19.4% 37.9%

〜

(7人)
204人

44人

1.4%

2.5% 7.1%
(100%)
9.2%

597人320人

構成比 2.7%

1年前の構成比

職員数

5年前の構成比 17.3%

主任

3級

19.8%
(93.2%)
8.4%

主査

参
考

2級区分 1級

主事補

(118人)
1,619人

 (100%)
100%

計

１級
1.4%

１級
2.5%

１級
2.7%

２級
3.6%

２級
7.1%

２級
8.1%

３級
17.3%

３級
9.2%

３級
8.4%

４級
16.9%４級

19.4%

４級
19.8%

５級
37.5%

５級
37.9%

５級
36.9%

６級
12.8%

６級
12.5%

６級
12.6%

７級
6.7%

７級
7.7%

７級
8.0%

８級
2.2%

８級
2.0%

８級
2.0%

９級
1.5%

９級
1.7%

９級
1.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２０年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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９．期末手当・勤勉手当 (平成19年度)

　期末・勤勉手当は、民間企業の賞与などに相当するものです。職員に支給された割合は下表のとおりです。

1人当たり平均支給額（19年度） 1人当たり平均支給額（19年度）

千円 千円

（19年度支給割合） （19年度支給割合） （19年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 ・役職加算 ・役職加算

・管理職加算 ・管理職加算

(注) 　（　　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

１０．退職手当の状況 (平成20年4月1日現在)

　職員が退職した場合に支給される退職手当は、退職時の給料月額に退職事由や勤続年数に応じた一定の率を乗じて得た額

になります。

（支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

(注) 退職手当の1人当たり平均支給額は、19年度に退職した職員に支給された平均額です。

４７．５

５９．２８

5％～20％
10％～25％

勤勉手当

１．５０月分

国

期末手当

５９．２８

５９．２８

（　　１．６）月分 （　　０．７５）月分

４１．３４３３．５

勧奨・定年自己都合

２３．５ ３３．５５

市　　　　　　　　　　　川　　　　　　　　　　　市

勤勉手当

３．０月分

期末手当

５９．２８

１．５０月分

5％～20％

（　　１．６）月分

勧奨・定年

４１．３４

３３．５５

５９．２８

26,744

３３．５

３．０月分

1,876

２３．５

期末手当 勤勉手当

（　　１．６）月分

1,963

5％～20％

（　　　０．７５）月分

１．５０月分

（　　０．７５）月分

15％・25％

市川市 千葉県 国

３．０月分

自己都合

8,589

５９．２８

４７．５
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１１．職員手当の状況 (平成20年4月1日現在)

①地域手当

千円

円

％ ％

(注)支給対象職員数の(      ) 内は、再任用短時間勤務職員で外書です。

（２２年度の制度完成時）

％ ％

(注)国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしています。

②特殊勤務手当

千円

円

％

清掃作業手当

葬儀作業手当

土曜日曜勤務手当

変則勤務をする職員

守衛業務手当

土木、公園の作業に従事した職員

火葬、納骨等に従事した職員

動物死体の処理作業に従事した職員

日額４５０円

財産の取得交渉

日額４５０円

土曜日曜正規勤務

運転業務

手当の種類（手当数）

左記職員に対する支給単価

月額１４０，０００円

日額２００円

社会福祉主事等の職務

日額３５０円

月額４，５００円

特定化学物質取扱業務

月額２，０００円、４，５００円

検査、管理指導業務

動物死体処理作業

日額３００円

１件当たり２，５００円、３，５００円

法に規定する一類～三類感染症

日額１５０円

日額２００円

１回３，４００円、６，８００円

支給実績（１9年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（19年度）

市川市

支給率支給対象地域

市川市

86,714

財産の取得交渉に従事した職員

税の賦課、評価調査

10

支給対象地域

支給実績（１９年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

国の制度（支給率）支給対象職員数

1,454,489

3,464人 (118人)10

国の制度（支給率）

44.1

58,909

徴収手当

主な支給対象業務

市税、保育料等徴収

手当の名称

市税等歳入の徴収に従事した職員

予防接種業務

結核患者の健康相談、指導

行旅死病人の収容処理に従事した職員

心身障害者指導訓練に従事した職員

感染症の消毒作業に従事した職員

病院、介護老人保健施設に勤務する職員

行旅死病人取扱

診療、救護、保健指導

感染症消毒作業手当

健康相談指導手当

土木作業手当

特定化学物質取扱手当

浄化槽の管理指導等に従事した職員

特定化学物質の取扱に従事した職員

ﾎﾞｲﾗーの取扱に従事した職員

水洗便所、浄化槽検査指導手当

給食調理手当

滞納処分手当

調査手当

放射線取扱手当

財産取得交渉手当

介護手当

深夜にわたった看護、介護

エックス線放射線取扱

社会福祉指導手当

心身障害者又は老人の介護に従事した職員

社会福祉主事等の職務に従事した職員

潜水作業手当

守衛業務に従事した職員

機関勤務手当

出動手当

動物園に勤務する職員

消防特別救助隊員手当

消防夜間特殊業務手当

消防職員

消防職員

ごみの収集、処理作業等に従事した職員

土曜日曜に正規勤務時間を割振られた職員

施設勤務

年末年始勤務手当

潜水作業

ごみの収集、処理等業務

ﾎﾞｲﾗｰ取扱業務

作業環境が特殊な施設等に勤務する職員

飼育作業手当

１回３００円

年末年始勤務

月額２，８００円

１時間８００円 (８時間限度)

消防職員 １勤務１８０円～２２０円

日額２５０円

道路補修、草刈消毒等

守衛業務

給食調理業務

日額２５０円

月額４，０００円

葬儀作業

１回１４０円～５００円火災、救急業務等

日額２５０円

１件当たり１２０円

予防接種勤務手当

施設勤務手当

消防車、救急車の運転業務

動物死体処理作業手当

消防職員

変則勤務

採血、生化学検査

行旅死病人取扱手当

心身障害者訓練手当

夜間特殊業務

特別救助隊員業務

予防接種に従事した保健師、看護師

消防職員

乗車定員３０人以上のﾊﾞｽの運転に従事した職員

変則勤務手当

夜間看護等手当

日額６００円

日額４５０円

日額８００円

月額５００円

日額２００円病院、介護老人保健施設に勤務する職員

特定自動車運転手当

臨床検査手当

医務手当

日額４５０円

１回２６０円

月額４，０００円動物飼育作業

7

日額１７０円、２２０円市税の賦課調査等に従事した職員

35

市税、国保税等差押財産差押に従事した職員

支給率

10

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）

日額３００円

月額３，７００円、４，５００円

心身障害者指導訓練

心身障害者等介護

日額２８０円

日額３００円

主な支給対象職員

448,639

結核患者の健康相談、指導に従事した職員

給食調理に従事した職員

ﾎﾞｲﾗｰ取扱手当

年末年始に勤務した職員

エックス線等の取扱に従事した職員

医療施設等の医師、歯科医師
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③時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

④その他の手当 (平成２０年4月1日現在)

円

円

円

円

円

円

円

円

円－

官職に応じて46,300円
～139,000円を定額支
給

官職に応じて4,000円
～18,000円の範囲で
支給

394,823

176,095

250

6,988

千円 134,75753,364

千円 －

千円

千円

14,290

62,500宿日直手当

管理職員が週休日又は休日
に本来業務以外で勤務した
場合に職務に応じて5,000円
～12,000円の範囲で支給

災害派遣手当

夜間勤務手当

正規の勤務時間として午後
10時から翌日午前5時まで
勤務する職員に対し、その
勤務1時間につき勤務1時間
あたりの給与額の100分の
25を支給

異

休日勤務手当

休日等において勤務した場
合、時間単価の100分の135
～160の範囲で支給

管理職手当
給料月額に対し13%～20%を
職務に応じて支給

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）

住居手当

手　当　名

扶養手当

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

●配偶者 13,000円
●その他親族１人につき
6,500円(配偶者がない場合
は1人目11,000円)
●満16歳の年度初めから満
22歳の年度末まで子1人
5,000円加算

同

内容及び支給単価

●借家の場合(家賃6,000円
を超える場合に限る)家賃の
額に応じて月額27,000円を
限度に支給
●持家かつ世帯主の場合
10,000円/月支給

電車、バスを利用する
場合6ヶ月定期代を基
礎として1ヶ月あたり
55,000円まで全額支給

368

1,013,252

228,995383,339 千円

千円

155,136

65,756

千円 807,408

千円

105,620千円303,977

支給職員１人当たり
平均支給年額
（１８年度決算）

支給実績
（１８年度決算）

異

911,311

318

借家(家賃12,000円超
に限る)限度額は市と
同じ。自宅の場合新
築・購入後5年間のみ
月額2,500円支給

296,621

通勤手当

●電車　6ヶ月定期相当額支
給
●バス回数券相当額支給
●自転車・自家用車等を使
用する場合距離に応じて
2,000円から24,500円まで支
給

管理職員特別勤務手当

災害対策基本法等により災
害応急対策又は災害復旧の
ため派遣された職員が市内
に滞在することを要する場合
に支給する1日3,970円～
6,620円

異

同

同

国の制度 国の制度と

との異同 異なる内容

宿日直勤務を命ぜられた職
員は、その勤務1回につき
4,200円(医師は20,000円)を
支給

支給実績（１９年度決算）

支給実績（１８年度決算）

同

異
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１２．特別職の報酬等の状況 (平成20年4月1日現在)

　本市特別職の給料、報酬等は平成19年4月1日より、退職手当は平成17年4月1日より下表のようになっています。

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円

円

(注) １．退職手当は任期毎の支給です。

　　　2．議員等の報酬は、経過措置により平成19年5月2日から適用となります。

市　 長

副市長

副市長
1期の手当額 14,463,360

給料月額×在職月数×支給率(0.36)　 (改正前の支給率 0.4 )

報
酬

議   長

652,000

604,000議   員

724,000

副議長

議   員

区　　　分

給
料

12月期

742,000

666,000

市　 長

月　　　額

議   長

副議長

給　　　　　　料　　　　　　月　　　　　　額　　　　　　等

(参考) 一般市Ⅳ-3における最高／最低額

1,100,000

940,000837,000

1,016,000 656,600

副市長

400,000

算　定　方　式

690,300

463,000

2.325ヶ月分

4.45ヶ月分

退
職
手
当

市　 長
1期の手当額

給料月額×在職月数×支給率(0.57)　 (改正前の支給率 0.7 )

27,797,760

420,000

(平成19年度)

6月期 2.125ヶ月分

604,000

計

期
末
手
当
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1３．職員数の状況

①部門別職員数の状況 (各年4月1日現在) 単位：人

業務増

事務統廃合縮小

業務増

事務統廃合縮小

事務統廃合縮小

業務増

業務増

事務統廃合縮小、事務民間委託化等

業務増

業務増

（注）１．職員数は一般職に属する職員数であり、派遣職員などを含み、臨時又は非常勤職員を除いています。

　　　２．(       ) 内は、条例定数の合計です。

　 　 ３．総務企画に市川浦安市民病院理事を含み、教育に教育長は含んでいません。

②年齢別職員構成の状況 （平成20年4月1日現在）

　

361 10
人

5 58 142 189 347 441 3,473514 522427 457
人 人人 人 人 人

職員数
人 人 人 人 人 人

計
35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜

民生

56歳 60歳48歳24歳 28歳 32歳 44歳36歳 52歳

510

9

358

9

　　特
　　別
　　行　部
　　政　門

教育

5

小　計 2,164 41

332土木

小　計 986

3,150普通会計計

その他

下水道

108101

42

0

　 公
　 営会
　 企計
　 業部
　 等門

病院

小　計 323

3,473

166

56

〜 〜

未満 23歳 27歳 31歳

(　 　0)(3,575)
合　　計

区　分
20歳 20歳

(3,575)

19

323

3,473

△ 14

173 7

0

21

40歳

〈参考〉
市川市の人口1万人当たりの職員数　　　 　　　　75.9人

　　　　　　　　　    区　　分
 部　　門

126 123

472

税務

総務企画

一
般
行
政
部
門

議会

770

364

労働

衛生

7

△ 40

消防

3,150

1,027

498

488

0

528

14

327

0

農林水産

38

7

商工 15

△ 41

△ 6

△ 3

0

1

△ 1

平成20年

△ 1

19

777

499

2,123

対前年
増減数

〈参考〉
市川市の人口1万人当たりの職員数　　　 　　　　47.29人
　(一般市Ⅳ-3の人口1万人当たりの職員数　　　　43.35
人）

22

平成19年
主　な　増　減　理　由

職員数

〈参考〉
市川市の人口1万人当たりの職員数　　　 　　　　68.84人
　(一般市Ⅳ-3の人口1万人当たりの職員数　　　　61.13
人）

年　齢　別　職　員　構　成

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20-
23
24-
27
28-
31
32-
35
36-
39
40-
43
44-
47
48-
51
52-
55
56-
59
60

年齢層

構
成
率

構成比

５年前の構成比

%
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③定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

  定員適正化目標（数・率）

　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

  定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 （各年４月１日現在）

（注）１．計画期間は、17年～２２年の５年間です。

　　　２．（　%）内の数値は、数値目標に対する進捗率を表します。

　　　３．増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降現年までの職員増減数の累計

　　　　を示しています。（△はマイナスを表します。）　　　　

0 △ 96

323

増　減 △ 44 △ 52

323 －

3,473

0 33

3,473 －

計

増　減 0

職員数 320 320

職員数 3,569 3,525

499 498 －

公営企業
等会計

0 △ 1 △ 1

増　減 0

教育

消防

489 －職員数 576 552

増　減 △ 24

41 △ 11

2,122

職員数 499 499

△ 23 △ 40 △ 87

529

2,163 －
一般行政

職員数 2,1542,174

増　減 △ 20 △ 32

２０年度 18年～20年

3　年　目 計

　　　　　　　　   　区　　分

  部　　門

１７年度 １８年度 １９年度

計画始期 1　年　目 2　年　目

計 画 期 間

数 値 目 標
始　期 終　期

平成22年 4月 1日 △275人

職員総数　３，２９４人　　２７５人削減 (△７．７％）

平成17年4月2日

（参考）

数値目標

3,294

△275
     （34.9%）
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